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研究成果の概要（和文）：本研究は企業間の提携によりサプライチェーンにおける供給リスクを低減するための
生産在庫政策および契約評価メカニズムの開発を行なうことが目的である．生産者と小売業者の2段階サプライ
チェーンにおいて，生産側は天候等に伴う供給リスク，小売り側は需要リスクにそれぞれ直面するとき，最適な
生産・在庫政策を明らかにした．さらに，秋田県内の農家を調査し，入手可能なデータや契約状況について把握
した．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to develop a production inventory policy and
 contract evaluation mechanism to reduce supply risk in the supply chain through coordination among 
firms. In the two-stage supply chain of producers and retailers, we formulate a stochastic inventory
 model with uncertainties in both supply and demand and show an optimal ordering policy. Moreover, 
we survey farmers in Akita Prefecture and investigate available data and contract status.

研究分野：複合領域，社会・安全システム科学，社会システム工学・安全システム
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
サプライチェーン上に存在するリスクを低減するためには，リスクの所在を認識するだけでなく，リスクのある
箇所に対して適切なリスク低減策を講じる必要がある.本研究から得られる生産・在庫政策は農水産品や電子，
化学製品など供給リスクに直面する様々な産業に対して応用可能であり，現実に企業が行なっている方策が適切
であるかどうかを評価する理論モデルを提示するという観点から，学術的のみならず社会的にも意義がある．特
に，多期間にわたる生産在庫モデルの構築から得られる最適政策は企業のサプライチェーンの持続可能な発展に
繋がるといえる．
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１．研究開始当初の背景 
近年，企業のサプライチェーン(SC: Supply Chain)のグローバル化が進展しており，自然災害
をはじめ，企業はさまざまなリスクに直面している．調達先の集中化は規模の経済を期待でき
る一方で，リスク発生の際に生産活動が止まる脆弱性をもつ. そのため，効率性と頑健性のト
レードオフを意識した SC の再構築が必要不可欠となっている．需要予測の失敗や欠品，配送
遅延などによる SC の混乱に関しては過去のデータを用いてリスクを定量化し，管理すること
が可能である．しかし，自然災害やテロなどの発生する可能性は低いが， ひとたび起こると甚
大な影響を及ぼすリスクの定量化は困難であり，このようなリスクへの対策が緊迫の課題であ
る．そのために，緊急に備えた情報システムの再構築や SC ネットワークの再構築，原材料や
部品の共通化，契約による企業間協調等々の強力な推進が求められる. 
 
 
２． 研究の目的 
本研究では，企業間の提携により供給リスクを低減するための生産在庫政策および契約評価メ
カニズムの開発を行なうことが目的である．主に，確率制御理論を用いて数理モデルを構築す
ることで，企業ごとの最適政策を求め，供給リスクの低減に対する効果を解明する．さらに，
自然災害の影響を受けやすい農産業を想定して事例研究を行い，構築した数理モデルを検証す
ることで学術的な貢献のみならず，企業経営をサポートする実社会への貢献を目的とする． 
 
３．研究の方法 
供給リスクを考慮した生産在庫モデルの研究は Omega や International Journal of 
Production Economics など欧米の経営工学関連学術雑誌で近年取り扱いが増えている．本研究
では，直近の生産者と卸業者の協調型在庫モデルを扱う論文である Keren(2009)および Le et 
al.(2012)を出発点とし，供給リスクだけでなく需要リスクも考慮した多期間モデルへ拡張する. 
まず，卸業者からの受注量を所与とした場合の生産計画を求め，得られた生産計画を制約条件
とする卸業者の多期間モデルをインパルス制御モデルとして定式化する.インパルス制御理論
については, 分担研究者のこれまでの研究で用いた手法が応用可能である.両業者が協調しな
い場合のモデルと比較することで，提携による双方の費用の削減可能性を明らかにする.さらに，
複数の生産者と複数の小売業者からなるサプラチェーンネットワークにおいて，供給リスクの
低減対策としてバックアップサプライヤを用意することの効果を評価するためにモデルの拡張
を試みる． 
 また，秋田県内を中心に，これまでに行なわれた直接取引または契約栽培に関連する事例お
よび農産物の企業データ，新聞や記事などの公開情報や関連する市場データ等を整理する.デー
タの整備後，天候や伝染病などのリスクによる生産量の減少および市況の高騰に対して，どの
ような取り組みが行なわれてきたか分析する. 
  
４．研究成果 
（１）供給契約を考慮したサプライチェーンモデルの研究 
本研究では，生産者と小売業者の 2段階サプライチェーンにおいて，生産側は天候などに伴う
供給リスク，小売り側は需要リスクにそれぞれ直面するとき，双方が小売業者の発注量を通じ
て協調することが，サプライチェーン全体のコスト削減に有効であるかを議論した．生産者と
小売業者が契約の下で独立に意思決定する場合と両者が協調して意思決定する場合の多期間の
協調型生産在庫モデルをインパルス制御問題としてそれぞれ構築した．ここでは，各者の契約
は卸売契約と不足時のペナルティ契約の２種類を扱う．卸売契約とは，卸価格が生産者によっ
て設定される契約であり，ペナルティ契約とは供給リスクにより小売業者の希望する数量が供
給されなかった場合に生産者に対して不足費用を請求することのできる契約である．このとき，
各モデルにおいて最適な小売業者の発注政策が(s,S)型の発注点方策として与えられることを
明らかにした.また，数値計算により，各者が協調する方がしない場合よりもコスト削減に有効
であることを示した．各者の協調が困難である場合には，卸売契約よりもペナルティ契約の方
が供給リスクの高い場合には，サプライチェーン全体のコスト低減において有効であることを
示した（図 1を参照）．この成果は A stochastic inventory model for a random yield supply 
chain with wholesale-price and shortage penalty contracts のタイトルで，学術雑誌
Asia-Pacific Journal of Operational Research に掲載された． 
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図 1. 各契約に対する供給リスクと総費用の関係 
 
（２）複数の供給元選択を考慮したサプライチェーンモデルの研究 
複数の供給業者と小売業者からなる 2段階サプライチェーンにおいて，自然災害等により供給
が途絶するリスクがある場合の在庫政策について研究を行った．まず，1 期間の在庫管理モデ
ルを構築し，各供給地点の生産費用と途絶リスクの情報をもとに，小売業者の在庫量に応じて
どのサプライヤをバックアップサプライヤとして活用すべきかを判断するための新たな指標を
提案した．図 2は，費用は高いが途絶リスクが低い供給業者 2と費用は安いが途絶リスクが高
い供給業者 3との間での最適なサプライヤ選択方策を示している．横軸は供給業者 3の供給リ
スクに対する信頼率，縦軸は小売業者の在庫量である．在庫量が少ない場合には，小売店の品
切れを防ぐ必要があるため，途絶リスクの低い供給業者 2を優先的に選択することが最適であ
る．また，供給業者 3は費用が低いため，信頼率（非途絶率）が増加するとともに，供給業者
2 と併用して用いられる．特に，在庫量に比較的余裕のある場合には，供給業者 3 が単独で用
いられる結果となっている．さらに，多期間モデルに拡張することで，需要地点の需要量をも
とに供給ネットワークを時間とともに柔軟に切り替えることで生産在庫費用が削減できること
を明らかにした．これらの成果を Dynamic inventory control model with flexible supply 
network のタイトルで，学術雑誌 Journal of the Operations Research Society of Japan に
掲載された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2. 供給途絶リスクと最適発注政策の関係 
 
 
（３）農産物サプライチェーンにおける流通チャネル選択に関する研究 
この研究では，農家，農協および卸からなる農産物のサプライチェーンにおいて市場価格およ
び生産量の不確実性の下で農家の収益最大化を目的とした最適化モデルを確率的動的計画法に
よって定式化し，最適な出荷政策を導出した．この結果，農協と直接販売を適切に併用するこ
とで農家の収益が向上することが確認された．特に，市場価格の分散が大きい場合，直接販売
を活用すべきであることを示した．この成果は，2019 年 3月に開催された日本経営工学会の生
産・物流部門第 6回産学交流ワークショップにて報告した． 
 
（４）農産物サプライチェーンの事例調査 
農産物の直接取引に関するヒアリングや公開データの整理を行った．秋田県の由利牛および比
内地鶏のサプライチェーンを調査し，入手可能なデータや契約状況について把握した，また，
JA における取引データを収集するとともに，農家（生産者）と JA，さらには JAと卸売業者と
の間で締結されている契約内容をヒアリングした．この調査により，農協と複数の市場との間
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の価格決定プロセスや農協および道の駅に出荷される農産物の特徴が明らかとなった． 
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